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様式第１号（第３条第１項） 

 

有料老人ホーム設置計画事前協議書 

 

    年  月  日 

 尼崎市長 様 

 

所在地 

名称 

代表者職氏名                

（担当者職氏名           ） 

（連絡先              ） 

（メールアドレス          ） 

 

 下記の有料老人ホームの設置を計画したので尼崎市有料老人ホーム設置指導要綱第３条第１

項の規定により関係書類を添えて申し出ます。 

 

記 
 

フリガナ  

施設の名称  

設置予定地  

電話番号  FAX番号  

メールアドレス  

ＵＲＬ

ホームページアドレス 
 

入居定員 

※１ 
  人 

 

一般 

居室 

   人  室 

うち 

   人部屋 室 

介護 

居室 

  人  室 

うち 

  人部屋  室 

一時介護室※2 人  室 

類
型
・
表
示 

施設の類型 １ 介護付（一般型・外部サービス利用型）   ２ 住宅型   ３ 健康型 

居住の権利形態 １ 利用権方式   ２ 建物賃貸借方式     ３ 終身建物賃貸借方式 

入居時の要件 
１ 自立      ２ 要介護     ３ 要支援・要介護 

４ 自立・要支援・要介護 
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介護保険の申請予定

事業 

１ 特定施設入居者生活介護（介護専用型） 

２ 特定施設入居者生活介護（混合型） 

３ 特定施設入居者生活介護（外部サービス利用型） 

４ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

５ 介護予防特定施設入居者生活介護 

６ 介護予防特定施設入居者生活介護（外部サービス利用型） 

７ 予定なし 

有料老人ホームの運

営方針 
別紙、設置趣意書のとおり 

※  本様式においては、各欄の該当する事項を○で囲んでください。 

※１ 入居定員の人数には、一時介護室の人数は除くこと。 

※２ 一時介護室とは、一時的な介護サービスを提供するための居室 

 

１ 設置主体 

（１）設置予定者に関する事項 

フリガナ  フリガナ  

法人名  代表者氏名  

法人の所在

地 
 代表者の住所  

電話番号  FAX番号  

メールアドレス  

ＵＲＬ

ホームページアドレス 
 

法人の事業

概要 
別紙のとおり 

暴力団等への

該当※１ 
該当しない ・ 該当する 

設立年月日  資本金額  

主な出資者・出資比率 
１ 

   (       ％) 

２ 

   (       ％) 

３ 

   (       ％) 

直近の事業収支決算額

※２ 
(収益)         円 (費用)       円 (損益)        円 

※１ 尼崎市暴力団排除条例（平成 25年条例第 13 号）第２条第４号に規定する暴力団ではないこと、

若しくは同条第５号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）、同条第７号に規定する暴

力団密接関係者又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者がその事業活動を支配す

るものでないこと。 

※２ 事業主体が親会社の場合は、連結決算とし、その旨を記載する。 

   子会社の場合は単独決算とする。 

原則として、収益は売上高＋営業外収益、費用は売上原価＋販売費及び一般管理費＋営業外費用、

損益は経常利益とする。 
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（２）役員の状況 

役   員（経歴書は別紙のとおり） 有料老人

ホーム運

営につい

て知識・経

験の有無 

高齢者の

介護につ

いて知識

・経験の

有無 

欠格事

由該当

の有無

※ 
職名 

フリガナ 

氏  名 
生年月日 住所 

 

  
 有・無 有・無 有・無 

 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

 
  

 有・無 有・無 有・無 
 

※  役員の欠格事由：次の事項に該当する者でないこと。 

(1)  会社法第 331条第１項各号 

(2)  社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 62年法律第 30号）第３条第２号、第３号又は第４号 

(3)  老人福祉法第 38条、第 39条、第 40条、第 41条又は第 43条の罰則の適用を受けた者 

(4)  一般社団法人シルバーサービス振興会が認定するシルバーマークを取り消された施設のその取消し

時における代表者または有料老人ホームの運営を所掌する役員であった者で、その取消しの日から起

算して２年を経過しないもの 
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２ 立地条件に関する事項 

土地の(所有)権利関係 

１ 自己所有  ２ 借地(予定含む)（年間借地料         円） 

３ 今後取得予定 

（取得予定     年  月  日 取得予定額        円）     

(借地の場合)契約期間 
１ 通常の借地契約 ２ 定期借地契約 

       年  月  日～     年  月  日 (   年間) 

敷地面積 (土地登記簿)            ㎡ (実測)          ㎡ 

地  目  

建設（予定）地の状況 

用途地域 

  第一種低層住居専用地域  ・ 第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

第一種住居地域  ・  第二種住居地域 

準住居地域  ・ 近隣商業地域  ・ 商業地域 

  準工業地域 ・ 工業地域  ・ 工業専用地域 

農地 

  宅地化農地である ・ 宅地化農地ではない 

生産緑地である  ・ 生産緑地ではない 

用地の規制状況 

（土地利用規制にかかる

担当課への相談）※ 

担当課（           ）担当者氏名（           ） 

確認日    年   月   日  

 

土地利用規制 有 ・ 無 

土地利用の規制がありの協議内容 別紙のとおり 

 

担当課（           ）担当者氏名（           ） 

確認日    年   月   日  

 

土地利用規制 有 ・ 無 

土地利用の規制がありの協議内容 別紙のとおり 

公共交通機関等の状況 
最寄駅（      ）駅まで（      ）㎞ 

最寄バス停（      ）バス停まで（     ）㎞ 

駐車場の確保 

台数 

         

       台 

左の内訳（想定車両及び台数） 

  来客者用台数   台 

  職員用台数    台 

  業務用台数    台 

※ 開発許可、農地転用など当該土地の利用に関して規制がある場合、担当部局へ事前相談し、その協議

内容を記載すること。 
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３ 規模及び構造設備に関する事項 

区   分 新設   増設   増設・改修   改修   その他（      ） 

建物の構造            造     階建 （１ 耐 火 ２ 準耐火 ３ その他） 

建築面積              ㎡ 延床面積※１ 

              ㎡ 

 

 

建物の(所有)権利関係 

１ 自己所有     ２ 今後取得予定      

３ 借家(予定を含む)   

（年間借家料            円） 

(借家の場合)契約期間 
１ 通常の建物賃貸借契約 ２ 定期建物賃貸借契約 

    年   月   日～    年   月   日 (   年間) 

(既設の場合)建築期日 

等 

       年  月  日建築 (築後    年)  

建築基準法に基づく建築確認の用途(                ) 

工事予定期間等 

（契約）       年   月   日 

（着工）       年   月   日 

（竣工）       年   月（工事予定期間    か月間） 

（事業開始予定日※２）      年   月   日 

設
備
の
状
況
※
３ 

施設・設備 室数 １室当たり床面積（壁芯面積） 備考（内法面積など） 

一般居室          ㎡～       ㎡ 
内法面積(便所含む) 

㎡～      ㎡ 

介護居室  
        ㎡～       ㎡ 内法面積(便所含まない) 

㎡～      ㎡ 

一時介護室  
        ㎡～       ㎡ 内法面積(便所含まない) 

㎡～      ㎡ 

食堂          ㎡～       ㎡ 内法面積     ㎡～     ㎡ 

厨房（台所）          ㎡～       ㎡  

 浴室          ㎡～       ㎡  

 水洗便所          ㎡～       ㎡  

 洗面設備          ㎡～       ㎡  

 洗濯室          ㎡～       ㎡  

 汚物処理室          ㎡～       ㎡  

 事務室          ㎡～       ㎡  

 宿直室          ㎡～       ㎡  

 倉庫          ㎡～       ㎡  

 集会室（談話室）          ㎡～       ㎡  

 外来者宿泊室          ㎡～       ㎡  

 家族面談室          ㎡～       ㎡  

 医務室（健康管理室）          ㎡～       ㎡  

 機能訓練室          ㎡～       ㎡ 内法面積     ㎡～     ㎡ 

 ケアステーション(介護職員室・看護職員室)          ㎡～       ㎡  
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 エレベーター  有  ・  無 
車椅子対応 可 / 不可 

ストレッチャー対応 可 / 不可 

 バルコニー  有  ・  無  

 消火器  有  ・  無  

 自動火災報知設備  有  ・  無  

 火災通報設備  有  ・  無  

 スプリンクラー  有  ・  無  

 館内放送設備  有  ・  無  

 自家発電設備  有  ・  無  

 冷暖房（居室）  有  ・  無 全館 / 個別 

 電話  有  ・  無  

 ナースコール等通報設備  有  ・  無  

    

    

 廊下の幅員(両手す

り幅を除く有効幅

員) 

中廊下          ｍ ～       ｍ 

 片廊下          ｍ ～       ｍ 

各室面積表 別紙のとおり 

併設施設又は事業所の種

類 

居宅介護支援  ・訪問介護  ・訪問看護 ・通所介護 ・福祉用具貸与·販売 

小規模多機能型居宅介護 ・認知症対応型共同生活介護  

地域密着型通所介護 ・病院（診療所） 

その他（                   ） 

 
併設施設又は事業所

の名称 

 

 

 
運営法人（事業者）の

名称 

 

 

 
指定日又は開設日（予

定日） 
 

 延床面積             ㎡ 

※１ 合築施設がある場合には、○○㎡のうち△△㎡と記載（○○は総延床面積、△△は有料老人ホーム

部分延床面積） 

※２ 既存の建築物を転用して開設する場合等の事業開始予定日は、有料老人ホーム事業を開始する日と

すること。 

※３ 各室面積表、重要事項説明書、入居契約書等と記載内容が一致していること。 

面積記載にあたっては、小数点以下第２位を切り捨てること。 
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４ 職員の配置基準に関する事項 

（
１
）
職
員
の
配
置
※
１ 

管理者（施設長） フリガナ  

 
氏名  

 住所  

 

 生年月日  

 

兼任の有無 

有 ・ 無 

主勤務先（        ） 

勤務割合（  ：  ） 

  暴力団等への該当※２ 該当しない ・ 該当する 

 事務職員 配置人数        人 

 生活相談員 配置人数        人 

 生活支援職員 配置人数        人 

 計画作成担当者 配置人数        人 

 介護職員 配置人数        人 

 
看護職員 

（看護師又は准看護師） 
配置人数        人 

 機能訓練指導員 配置人数        人 

 栄養士 配置人数        人 

 調理員 配置人数        人 

  配置人数        人 

  配置人数        人 

  配置人数        人 

  配置人数        人 

  配置人数        人 

 合計 配置人数（実人数） 人 

（２）夜間勤務体制 
夜勤 看護職員  人及び（又は）介護職員  人                   合計  人 

宿直 看護職員  人及び（又は）介護職員  人及び（又は）その他  人 合計  人 

（３）勤務形態一覧表 別紙、従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表のとおり（  月分（予定）） 

（４）職員の研修計画 

※３ 
別紙のとおり 

（５）職員の衛生管理 

  ※４ 

内容 

 

 

（６）社会保険への加入状況 別紙、社会保険及び労働保険への加入状況にかかる確認票のとおり 

※１ 職員の配置の人数は、常勤換算数では無く、頭
あたま

数
かず

を記載すること。 

※２ 尼崎市暴力団排除条例（平成 25 年条例第 13 号）第２条第４号に規定する暴力団ではないこと、

若しくは同条第５号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）、同条第７号に規定する暴力

団密接関係者又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者がその事業活動を支配するもの

でないこと。 

※３ 採用時、採用後における職員に対する研修内容について記載すること。 

※４ 採用時、採用後における定期健康診断の状況を含め、記載すること。 
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（６） 職員の欠格事由について 

※１ 管理者（施設長）、生活相談員、生活支援職員、

計画作成担当者、介護職員 
有  ・  無 

※２ その他の職員 有  ・  無 

※１ 職員の欠格事由：次の事項に該当する者でないこと。 

(1)  社会福祉士及び介護福祉士法第３条各号 

(2) 老人福祉法第 38条、第 39条、第 40条、第 41条又は第 43条の罰則の適用を受けた者 

※２ 職員の欠格事由：次の事項に該当する者でないこと。 

(1)  老人福祉法第 38条、第 39条、第 40条、第 41条又は第 43条の罰則の適用を受けた者 

 
５ 施設の管理・運営 

（１）サービスの提供に関する事項 

項  目 
サービスの有

無 
内 容（該当する事項を○で囲んでください。） 

介護 有 ・ 無 

巡回 

・昼間    ～ 

・夜間    ～ 

食事介助 

排せつ 

・排せつ介助 

・おむつ交換 

入浴等 

・清拭 

・一般浴介助 

・特浴介助 

身辺介助 

・体位変換 

・居室からの移動 

・衣類の着脱 

・身だしなみ介助 

レクレーション 

機能訓練 

通院の介助 

・協力医療機関への通院介助 

・協力医療機関以外への通院介助 

緊急対応 

・ナースコール 

その他（              ） 

生活援助 有 ・ 無 

生活サービス 

・居室清掃 

・リネン交換 

・日常の洗濯 

食事 

・居室配膳・下膳 

・入居者の嗜好に応じた特別な食事 

・おやつ 
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理美容サービス 

・（委託先：           ） 

代行 

・買物（通常の利用区域） 

（通常の利用区域以外） 

・役所手続 

・金銭・貯金管理 

 

 

入居者の金

銭・貯金管理

方法※ 

 

 

 

 

 

 

健康管理 有 ・ 無 

・定期健康診断 

・健康相談 

・生活指導・栄養指導 

・服薬支援 

・生活リズムの記録（排便、睡眠等） 

・その他（              ） 

入退院時・入院中

のサービス 
有 ・ 無 

入退院時及び入院中のサービス 

・移送サービス 

・入退院時の同行 

（協力医療機関） 

（協力医療機関以外）  

・入院中の洗濯物交換・買物 

・入院中の見舞い訪問 

その他 有 ・ 無 

安否確認又は状況把握（１日１回以上の実施が必要です。） 

・自立者 

頻度１日： 

・要支援者・要介護者 

頻度１日： 

・サービス提供上の安否確認 

・設備・機器による安否確認 

・サービス提供上の安否確認と設備・機器による安否確認の組み合

わせ 

・その他（                    ） 

家族との交流・外出の機会の確保等 

・入居者とその家族との交流 

・外出の機会の確保 

・地域住民等との交流 

・自発的な活動等への支援 

・その他（              ） 

生活相談・助言等 

・生活相談・助言 

・身元引受人への連絡 

・その他（              ） 

 ※ 施設が入居者の金銭等の管理をする場合の具体的な管理方法、本人又は身元引受人等への定期的報告

の内容等について記載すること。また、この内容は管理規程に定めること。 
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（２）緊急時（急病、火災等）対応に関する事項 

消防計画 ・策定済み ・策定中（策定完成予定月   年   月） 

非常災害対策計画 ・策定済み ・策定中（策定完成予定月   年   月） 

避難確保計画 ・策定済み ・策定中（策定完成予定月   年   月） 

※ 消防計画、非常災害対策計画、避難確保計画を策定する必要がある。 

 

（３）医療機関等との連携に関する事項 

フリガナ    

医療機関名 
 

 

  

診療科目 
 

 

  

所在地    

協力内容 

 

 

 

 

  

 ※ 重要事項説明書等と記載内容が一致していること。 
 

（４）一部・全部の業務を委託する場合 

委託先 委託内容 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 ※ 業務の委託は、警備業務など入居者の処遇と直接関わらない業務は除く。 
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６ 事業収支計画 

（１）事業収支計画等に関する事項 

市場調査等による入居者の見込み 別紙のとおり 

初期総投資額の概算及び財源 

 調査関係費               円 

土地関係費               円 

 建築関係費                円 

 募集関係費                円 

 開業準備関係費              円 

 公共負担金                円 

 租税公課                 円 

 期中金利                円 

 予備費                 円 

    計                円 

 

 

金融機関借入              円 

自己資金                 円 

その他（         ）      円 

 

 

 

 

 

                     

   計               円 

 

 

 資金収支計画及び損益計画※ 別紙のとおり 

 ※ 資金収支計画及び損益計画は、開設後３０年間の計画を１年ごとに試算すること。 

 

 

７ 入居契約等に関する事項                             ※総額表示 

利用料支払い方式 

 １ 全額前払い方式 ２ 一部前払い・一部月払い方式   

 

３ 月払い方式   ４ 選択方式 

前払金（敷金除く）の有無※        有 ・ 無 

 前払金（家賃に充当） 
         円～         円 

（最多       円台   戸） 

  算定根拠 

 

 

 

  返還金の計算式 

 

 

 

 前払金（サービス提供費用に充当）          円 

  算定根拠 

 

 

 

  返還金の計算式 
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 前払金（その他の費用※に充当）  

  使途 

 

 

 

  算定根拠 

 

 

 

  返還金の計算式 

 

 

 

 前払金の保全措置の有無 

１． 有：内容（                      ） 

保全措置を証する書類は、別紙のとおり。 

２．無 

敷金  

 

算定根拠 
 

 

返還金の計算式 
 

 

家賃の６か月分を超える敷金

を受領する場合の保全措置 

 

１ 有：内容（                      ） 

保全措置を証する書類は、別紙のとおり。 

２．無 

月額利用料          円～         円 

 
内 

訳 
家賃          円～         円 

  管理費          円～         円 

  食費 

月額          円（想定３０日）  

朝        円   昼        円 

夕        円   間食       円 

   
食費の支払い方

法等 

支払方法   ・月払い ・その他（           ） 

欠食の取扱 

 内容： 

 

 

  光熱水費等          円～         円 

  
介護費用（介護保険対

象外） 
         円～         円 

  その他          円～         円 

 改定ルール 
 

 

損害賠償額の予定の定めの有無 １．有 （内容             ） ２．無 

 ※ 有料老人ホームでは、家賃、敷金、サービス提供費用以外の対価性のない金品を受領してはならない

ことが義務付けられています。 
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８ 情報公開に関する事項 

入
居
希
望
者
及
び
入
居
者
へ

の
情
報
公
開 

パンフレット １ 閲 覧   ２ 写し交付 

重要事項説明書 １ 閲 覧   ２ 写し交付 

入居契約書 １ 閲 覧   ２ 写し交付 

管理規程 １ 閲 覧   ２ 写し交付 

財務諸表 １ 閲 覧   ２ 写し交付   ３ 非公開 

事業収支計画 １ 閲 覧   ２ 写し交付   ３ 非公開 

 

９ その他 

(社)全国有料老人ホーム協会への加入予定  １ 有   ２ 無 

会計監査人との契約  １ 有   ２ 無 

 

 (添付書類) 

１  設置趣意書 

２  法人の登記事項証明書 

３  法人の事業概要 

４  法人の直近３年間の決算書（他業を営んでいる場合、親会社がある場合については、それらに関する同

様の決算書） 

５  法人役員の経歴書 

６  土地の登記事項証明書 

７  建物の登記事項証明書 

８  (自己所有以外の場合) 土地売買契約書、土地賃貸借契約書 

９  (自己所有以外の場合) 建物売買契約書、建物賃貸借契約書 

10 都市計画法、農地法等の土地利用規制に係る協議内容 

11 設置予定地の位置図 

12 案内図 

13 配置図 

14 平面図 

15 立面図 

16 各室面積表 

17 現況写真 

18 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

19 職員研修計画 

20 社会保険及び労働保険への加入状況にかかる確認票 

21 管理規程 

22 重要事項説明書 

23 入居契約書 

24 消防署との協議内容が分かる資料 

25 医療機関との連携協力を表す証 

26 (一部又は全部の業務を委託する場合) 業務委託契約書(施設警備等処遇に直接関わらないものを除く) 

27 市場調査結果報告書（相当数の入居見込者が確保できていることを証するもの） 

28 資金収支計画 

29 損益計画 
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30 前払金の保全措置を講じたことを証する書類 

31 損害賠償責任保険加入を証する書類の写し 

32 有料老人ホームの概要 

33 会社法第 337条に規定する会計監査人（公認会計士又は監査法人）との提携を表す証 

34 公益社団法人全国有料老人ホーム協会の入会を表す証 

 

以 上 
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様式第２号（第３条第２項） 

 

尼法指第      号 

年  月  日 

 

 

                 様 

 

尼 崎 市 長 

 

 

有料老人ホーム設置計画事前協議済書 
 

 下記の有料老人ホーム設置計画については、尼崎市有料老人ホーム設置指導要綱第３条第１

項に基づく事前協議済であることを認めます。 

  なお、建築確認後、すみやかに、老人福祉法第29条第１項に基づく届出を尼崎市長あて提出

してください。 

 

記 

 

１ 施設の名称       

２ 設置予定地       

３ 設置・運営主体の名称  

４ 代表者氏名       

 



 84 

様式第３号（第４条第１項） 

 

有料老人ホーム設置届 

 

    年  月  日  

 尼崎市長 様 

設置者 

所在地 

名称 

代表者職氏名                

（担当者職氏名           ） 

（連絡先              ） 

                   （メールアドレス          ） 

 

 老人福祉法による有料老人ホームを下記のとおり設置したいので、同法第29条第１項の規定

により届け出ます。 

 

記 

１ 施設の名称及び設置予定地 

２ 設置しようとする者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び所在地） 

３ 事業開始の予定年月日 

４ 施設の管理者の氏名及び住所 

５ 施設において供与される介護等の内容 

６ 建物の規模及び構造並びに設備の概要 

７ 建築基準法第６条第１項の確認を受けたことを証する書類 

８ 設置しようとする者の直近の事業年度の決算書 

９ 施設の運営の方針 

10 入居定員及び居室数 

11 職員の配置の計画 

12 老人福祉法第29条第９項に規定する前払金、利用料その他の入居者の費用負担の額 

13 12の費用に係る保全措置を講じたことを証する書類 

14 入居契約に入居契約の解除に係る返還金に関する定めがあるときは、当該定めの内容並び

に返還金の支払を担保するための措置の有無及び当該措置の内容 

15 入居契約に損害賠償額の予定（違約金を含む。）に関する定めがあるときは、その内容 

16 医療機関との連携の内容 
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17 事業開始に必要な資金の額及びその調達方法 

18 長期の収支計画 

19 入居契約書及び設置者が入居を希望する者に対し交付して、施設において供与される介護

等の内容、費用負担の額その他の入居契約に関する重要な事項を説明することを目的として

作成した文書 

※事前協議書に添付した書類で内容に変更がないものは省略可 
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様式第４号（第４条第２項） 

 

尼法指第      号 

年  月  日 

 

 

                 様 

 

尼 崎 市 長 

 

 

有料老人ホーム設置届受理書 

 

   年  月  日付提出のあった標記届出については、下記のとおり受理しましたので通

知します。 

 

記 

 

１ 施設の名称       

２ 設置予定地       

３ 設置者の氏名及び住所  

４ 入居定員及び居室数 

５ 事業開始予定年月日  
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様式第５号（第５条第２項） 

 

建設工事着工届 

 

    年  月  日  

 尼崎市長 様 

 

所在地    

名称     

代表者職氏名                

（担当者職氏名           ） 

（連絡先              ） 

（メールアドレス          ） 

 

次のとおり有料老人ホームの建設工事を着工するので、尼崎市有料老人ホーム設置指導要綱

第５条第２項の規定により、関係書類を添付のうえ届け出ます。 

 

１ 施設の名称 

２ 設置地 

３ 着工年月日 

４ 竣工予定年月日 

５ 事業開始予定年月日 
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様式第６号（第６条第１項） 

 

有料老人ホーム事業開始届 

 

    年  月  日  

 尼崎市長 様 

 

所在地    

名称     

代表者職氏名                

（担当者職氏名           ） 

（連絡先              ） 

（メールアドレス          ） 

 

次のとおり有料老人ホーム事業を開始しましたので、尼崎市有料老人ホーム設置指導要綱第

６条第１項の規定により、関係書類を添付のうえ届け出ます。 

 

１ 施設の名称 

２ 施設竣工年月日 

３ 事業開始年月日 

４ 事業開始当初入居者数 
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様式第７号（第７条第１項） 

 

有料老人ホーム事業変更届 

 

    年  月  日  

 尼崎市長 様 

 

所在地    

名称     

代表者職氏名                

（担当者職氏名           ） 

（連絡先              ） 

（メールアドレス          ） 

 

老人福祉法による有料老人ホーム事業を下記のとおり変更したので、届け出ます。 

 

記 

１ 施設の名称及び所在地 

２ 変更事項 

  変更前（届出事項） 

  変更後 

３ 変更年月日 

４ 変更の理由 
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様式第８号（第８条） 

 

有料老人ホーム事業廃止・休止届 

 

  年  月  日  

 尼崎市長 様 

 

所在地    

名称     

代表者職氏名                

（担当者職氏名           ） 

（連絡先              ） 

（メールアドレス          ） 

 

 老人福祉法による有料老人ホーム事業を下記のとおり廃止・休止したいので、届け出ます。 

 

記 

１ 施設の名称及び所在地 

２ 事業を廃止・休止しようとする理由 

３ 現に入所している者に対する措置 

４ 事業を廃止・休止しようとする年月日 

 

 


